
特定非営利活動法人 おんがくの共同作業場

役 員 報 酬 規 則

(目 的)

第 1条 この規則は、特定非営利活動法人 おんがくの共同作業場 (以下「本法人」という。)

定款第20条の規定に基づき、常勤役員 (以下「役員」という。)の報酬の支給につい

て定めることを目的とする。

(意義)

第 2条 この規則における役員報酬とは、本法人が役員に対 し、役員としての業務の対価とし

て支払うものをいう。

(決定機関)

第3条 代表理事は、総会の議決を経て、役員に報酬を支給する。

(報酬の種類)

第 4条 役員報酬は、月額41,237円 を報酬とする。

2.月 額報酬額は、総会の承認を得て別に定める。

(役員報酬の支払)

第 6条 役員報酬は、職員給与の支給日に支給する。

2.月 の途中で役員に就任 したとき、又は月の途中で役員を退任 したとき、あるいは死亡

したときは、報酬は日割計算で行うものとする。

(規則の変更)

第 7条 本規則は、総会の承認により変更することが出来る。

附則

この規則は、平成20年 11月 1日 から施行する。
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第 3章

第 4章

附 則

特定非営利法人おんがくの共同作業場職員給与規則

[制 定 平成 15年 4月 1日 ]

令和 1年 1月 19日

総則

給与

諸手当

実施に関し必要な事項

第 1章 総則

∈堅旨)

第一条  この規則は特定非営利法人おんがくの共同作業場職員の給与の決定、計算及び支払い方法

その他の必要な事項を定めるものとする。

(法令との関係)

第二条 職員の給与に関しては、労働基準法とその他法令に定めるもののほか、この規則の定める

ところによる。

(給与の区分)

第二条 職員の給与は勤務時間に応じた時間給とする。

(給与の支払い)

第四条 職員の給与は、その金額を通貨で直接社員に支払う。

(給与の計算期間)

第五条 給与の計算期間は、前月の 21日 から当月の20日 までとする。

(給与の支給日)

第六条 職員の給与支給日は、毎月の末日とする。その日が土曜日、日曜日、祝祭日にあたるとき

は前日とする。

第二章 給与

(給与の決定)

第七条 職員の給与は、その年々に制定された東京都の最低賃金に則し、時間給単価に作業した時

間30分単位を乗じた額とする。

第二章 諸手当

(通勤交通費)

第人条 職員が勤務に要した交通費を支給する。計算期間及び支給 日は給与の支給に準じる。

第四章 実施に関し必要な事項

(適用の見直し)

第九条 代表理事はこの規則の実施状況について、必要に応 じて調査を行 うとともに、その結果を踏

まえ、必要な処置を講ずるものとする。

附則



この規則は、平成 1

附則(一部改正)

平成 18年 5月 30

平成 25年 4月 30

平成 28年 3月 30

平成 28年 11月 3

平成 31年 1月 13

5年 4月 1日 から施行する。

日 時間給単価を800円 に改定する。

日 時間給単価を870円 に改定する。

日 時間給単価を907円 に改定する。

0日 時間給単価を932円 に改定する。

日時間給単価をその年々に制定された東京都最低賃金に則するものと改定する。



書式第 17号 (法第 55条関係 )

特定非営利活動促進法第

“

条第2項第3号に定める事項を記載した書類

法人名 特定非営利活動法人おんがくの共同作業場 事 業 年 度 平成∞年 11月 1日～令和 1年 10月 31日

1 資金に関する事項 Ю収益の源劇 1」の明細、借入金の明細その他の資金に関する事則
※ :九黎押よ 特定非営

"脂
動促進法第54条第2項第3‐別こ定める事項の詳細について規定している特定非営利括動促進法騒行規

収 益 源 泉 の 内 訳 金   額

事業収益

①オーケストラ付きクラシック合唱音楽に関する教育、指導、普及 3[6,αЮ円

②自主演奏会の企画、開催運営 15,998,4α )円

③依頼演奏会の企画・制作・マネージメント支援 Q25■ 571円

④メディア制作と資料の編集及び配布 慶Ю,創0円

⑤オーケストラ付きクラシック合唱音楽に関する国祭交流 3,313,ⅨЮ円

⑥本法人の目的を達成するために必要な事業 0円

受取助成金 0円

受取寄付金 08,IЮ 円

アフガン寄付金 硬F,786円

震災復興支援寄付金 33,IЮ 円

子供育成支援 21,αЮ円

年会費 (正会員費、賛助会員費) 2,770ρα)円

管理収益 0円

受取利息 Z円

△
ロ 計 30,365,921円

(1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

(3)その他

な し

借 入 先 金   額

な し 円

円

円

△
ロ 計 円

員1揚彗諺条第1項各号に対応しています。以下同じで弓。



2 資産の凛演等の内容に関する事項 Ю資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事呵

11)資産の譲渡に係る料金及び条件等

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円

(2)資産の貸付けに係る料金及欄 牛等

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円

(3)役務1■)力證伊uこ係る料金及び条件等

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円



3取 引の内容に関する事項 Ю次に掲デる取引先、取引金額その他その内容に関する事夏 イ 収益の生ずる取引及び費用の生

ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ第一順位から第五順位まで

の取引 口 役員等との取引]

(1)収益の生ずる取引の上位5者

(2)費用の生ずる取引の上位5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取引内容等

2,χЮ,КЮ円 制|“衛饉

2,123,647円 制作費

1,082“Ю円 制作費

7(Ю,αЮ円 制作費

'に "鶴

362,74)円 制作費

氏名又は名称 住所又国所在地 取引金額 取引内容等

1,947,αЮ円 事務所賃料

1,384,&Ю 円 大ホール・付帯設備使用料

暖Ю,229円 チラシ、プログラム印刷料

401,IЮ 円 大ホール・付帯設備使用料

3“,41円 大ホール・付帯設備使用料

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

譲 渡

年月日
護 渡 価 格 譲渡資産の内容等

な し 円

ロ 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月日
対 価 の 額 譲渡資産の内容等

な し 円

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又lコ所在地

役務の提供

年月日
対 価 の 額 役務提供の内容等

通年 1,947,∝Ю円 菊嚇 F鍔料

通年 7“,∝Ю円 合唱指導費

通年 猟Ю,αЮ円 出演料等

通年 30,(XX)円 出演料等



4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が20万円以上で

あるものに限る。)の氏名並」こその寄附金の額及び受領年月日]

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

該当なし

5 給与の総額等に関する事項 に給与を得た職員の総数及び当該戦員に対する給与の総額に関する事厠

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

39人 3,018,501円

6 支出した寄附金に関する事項 [⑥皮出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等
支出した

寄附金額

該当なし
アフガ‐スタンに車椅

子を贈る基金
6訊),735円

合   計 6(Ю,735円

7 海外への送金等に関する事項|に海外への送金又は金錢の持出しを行った場合におけるその金額及d軽範びにその実施日]

実 施  日 使 途 金   額

イヽ不[11.5.7
地雷で傷ついたアフガニスタンの子どもたちに車椅子を

贈る募金
6∞,735円



法人名 特定非営利活動法人 おんがくの共同作業場 チェック欄

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1}役員及びその親族等

② 特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等
口 各社員の表決権が平等であること

′

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は根簿書類の備付け、取引の記

録及び根庫書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること
二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

(注 1)

(注 2)

各欄の人数等は、第3表付表1「役員の状況」から転配してくださしヽ

③及α〕こついて:よ 小数点以下第2位を切り捨てた歓饉を記載してください。

ロ

項  目

区  分

役員

数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

(②÷③

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれ らの者の親

族等」のグノい―プの人数

割 合

(④÷③

① ② ③ ④ ⑤

③ }2)年 11月 1日～¶∞年10月 31日
12人 0人 0% 0人 0%

⑤ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

○ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

各社員の表法権が平等である ① ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請 時

litい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

ttl, \

! \t, \.:i

はい

いいえ

はい

いいえ

書式第7号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表 ) (初葉)

O意中D
・ 認定基準等チェック表 (第 3表)1ま、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程簿提出書類)の提出時においても記載及び添

付する必要力tあります。その場合、上記口(の記載の必要はありませ.ん
。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつて!よ 法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規灌等提出:出Dに配載した事項について、

添付を省略することができます。

上記を証する書類の名称とその内容等



ハ

C2__11饉菫」L」6!里旦埜≦≧玉壁堕L_監」肛明書測ま第3表付表2『帽暉組籠の状況」を添付してくiださしヽ

項
日

【 ③
ヽ
少ヽ

れ
ヽ ◎ ① ◎ ① 申請時

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

は い

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の設 び帳簿書類の1薪
を青色申告法人に準じて行つている

は い

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項
日

［ ④ ⑤ ◎ ③ ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有・① 有・無 有・無 有・無 有 。無 有・無 有 毎

小

第3表 (′09

∝意事D
認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第5条第1項に基づく書類 (役員輛酬規程等提出書類)に記載した事項について、改

めて記載する必要はありません。



書式第 8号 (法第 44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第3表付表 1

(注意事Q
認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出薇 Dに記載した事項について、添

付を省略することができます。

法人名
特定非営利活動法人

おんがくの共同作業場
③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申  請  時

役  員  数 12人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

氏  名 住  所 職名 続柄等
③ ⑮ ◎ ① ◎ 申請時

就任・退任

年月日

○

○

○

○

○

261.19就任

I騒禦 計壊樹i

H14.7. 1ffiE

tD6. t. tg-dL

Ht4.7. t'fr/f

H14.7. t-ritlt

右近大次郎

渡部智也

伏見裕子

郡司 博

島原 浩

表●
、

″
―

理事

理事

理事

理事

理事

Ht4.7. t-#t+

H19.6.17就1任

H22. t. t7 -frfx

理事

理事

理事

○

○

○

官島信男

伊円明代

岡田利英

貶3■ .23就任

陀31.23就任

1123. r.23-df+

H19.1.21恵 tイ:E

田1.1.22退任

田1.1.23就任

○

○

○

○

○

理事

理事

監事

監事

監事

西野弘文

上田 潤

村田 靖

高木徳一

星野宏充



法人名 特定非営利活動法人 おんがくの共同作業場

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 詞帳の時期 保存期間

現金出納帳 ルーズリーフ 週 1回 7年間

総勘定元帳

会計ソフト(日 本 ICS)
「日本 ICS経理上手くん」

使用による装丁帳簿

月 1回 同上

仕訳日記帳

会計ソフト(日 本 ICS)
「日本 ICS経理上手くん」

使用による装丁帳簿

月 1回 同上

入金伝票 単票 都度 同上

出金伝票 単票 都度 同上

振替伝票 単票 都度 同上

寄付金一覧 大学ノート 都度 同上

給与台帳 ルーズリーフ
月次

(月 1回 )

同上

棚卸し資産台帳 大学ノート 都度 同上

書式第 9号 (法第 44条・51条・58条関係 )

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(記載要働

「伝票又は1帳簿名」欄は、例えば「入金伝票」、「出金伝票」、「振替優和、「現金出イ嘲艶、「総勘 定元帳」などのように記載します。

「左の帳簿等の形態」欄は、「単票」、「ルーズリーフ」、「装〕隈簿」などのように記載します。

「記帳の時期」欄は、「随時」、「毎日」、「一週間ごと」のように認載します。

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した内容に変更

がないときは、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 おんがくの共同作業場 チェック欄

′

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行つていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人と

当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人の財

産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上記イの

活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上であ

ること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

項 目 ◎ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請罰寺

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者を

教化育成する活動
有・① 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。無

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれ こ

反対する活動
有・① 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 生

特定の公職の候補者若しくは公職にある者又

は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対

する活動

有・① 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 征 有 ・ 無

イ

ロ

項 日 ① ⑮ ◎ ① ◎ ① 申計早寺

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対す

る報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役

員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供与

の有無

有・① 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の利益の供

与の有無

有。① 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特別の禾I協Lσttt与の有無
有。① 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の

有無

有・① 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

書式第 10号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 4表 ) (初舅わ

嵯意事Q
・ 「認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第

"条
第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項につい

て、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人おんがくの共同作業場 チェック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事項

等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

′

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

米閲覧に関する細貝1(ネ出勾規員19等がある場合には、その細則 (社内規員ID等を添付してくださし、

同  意

しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、岬 照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した書D
② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書風 欠格事由に該当しない旨を説明する書類

割附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明紙 借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくは割附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄樹者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

割附金の額の事業年度中の合計額がわ万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその割附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した割附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外′ヽの送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

書式第 13号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 5表 )

(注意事ID
・ 認定基準等チェック表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添付する必要

があります。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、添付の必要はありません。

□



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表 )

法人名 特定非営利活動法人 おんがくの共同作業場

認定基準等チェック表  (第 6表 )

認定基準等チェック表  (第 7表 )

認定基準等チェック表  (第 8表 )

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

チェッタ欄

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日

G意事0
・ 法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たって|よ 認定基準等チェック表 (第 6表及び第8:D

は、記載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法

第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書晰Dに記載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第

29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

◎ ⑤ ◎ ① ◎ ①

有 ・ 無 有 缶
小

有 ・ 無 有 征
ヽ

有 征
ヽ

有 ・ 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利

益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック欄

′

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第 7表)は、法第

“

条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります。

④ ⑮ ◎ ③ ◎ ① 申 請 時

有 ・ ① 有 征
ヽ

有 ・ 無 有 征
小

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人 おんがくの共同作業場 チェック欄

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法
人は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を取り消され
た場合において、その1"肖 しの原因となつた事実があった日以前 1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特
例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの

口 1禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しな
い者

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204条等 い )若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等 は2)

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

定、特例認定及び認定の有効期間の更新の申請時には、所轄税務署長等から交付を受けた納税証明書「その 4」 並ぴ

カ と ι
|

ヽ
|

5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人

イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいずれ力ヽこ該当する者の有無

認定特定非営禾1括動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定特

定非営禾1括到法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその

取消しの日から5年を経過しない者の有無

有・①

禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から5

年を経過しない者の有無
有。①

特定非営オ1脂動f足進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑

法第 204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関す

る法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その勃行が終わった日又はその執行を受けるこ

とがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

有・①

暴力団の構成員等の有無 有・①

認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 |まい・

定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 日し ・ヽ

4 国税又は地方税の滞納処分の新 子がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
は い ・ いいえ

耐
議

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、=LttL41量壁ヽZ,21整」:置Lヨ雪ピヨ菫塾ユ≧≧Z」□E主≧曇12」L」塑睦聾:盟董
「その 4」 並びに らヽ交付を受けた滞能性餅こ係る る と

(注 1)その他の事務所がある場合は、そのfLの事務所所在の滞納し )に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しなし法人 は い ・

次のいずれ力ヽ こ該当する法人

暴力団 は い ・

暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 は い ・

′


